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北広島市では、平成 8年度に「行政改革大綱」を策定し、これ以降、行財政環境の変化に対応し

ながら、市民ニーズに応えられるよう計画の改定を重ね、現在は平成 27年 3 月に策定した行財政

改革大綱・実行計画に掲げる 3つの基本目標（持続可能な財政運営の推進、機能的な行政運営の推

進、市民協働・官民連携の推進)に基づき、各種取組を進めてきました。 

 平成 27年度から令和元年度までの 5年間で実行計画に掲げた 61 件の取組内容のうち 54 件の取

組を実施し、令和元年度末時点の実施率は 88.5％となっています。 

5 年間の取組では、財政運営指針の策定、補助金等交付規則の運用基準の策定、学校給食費の公

会計化、ふるさと納税制度の導入、公共施設等総合管理計画の策定など、持続可能な財政運営を推

進するため、財政数値の目標設定や独自財源の確保に向けた取組などを実施しました。 

 また、社会情勢の変化に対応した職員配置、各種職員研修の実施、人事評価制度の導入、新庁舎

移転に伴う ICT 化の推進、働き方改革の推進など、行政課題に対応できる効率的かつ実効性のある

行政組織の構築や人材育成、業務の効率化に努めました。 

 さらに市民参加条例に基づく新たな市民参加手法である市民会議の導入や、市民政策提案制度の

活用、公益活動団体における寄附金控除の拡大に向けた条例の制定、指定管理者制度の対象施設の

拡充など、更なる市民参加・市民協働、官民連携の推進を図りました。 

 これらの取組により、行財政改革大綱・実行計画に掲げた内容は概ね達成したといえますが、基

本目標ごとに一部課題が残されているほか、人口減少や少子高齢化の進展など市政を取り巻く環境

も変化していくことが見込まれており、中長期にわたり、健全な財政を維持し、市民ニーズにあっ

た行政サービスを提供していく必要があります。 

 

 
 
 
（１） 人口と財政状況 

令和 2年 3月末現在の住民基本台帳における本市の人口は 58,147 人となっており、平成 23 年 3

月末の人口 60,465 人と比較すると 2,318 人、約 3.8％の減少となっています。 

世帯数は、27,800 世帯で、平成 23 年 3月末の 25,996 世帯と比較すると 1,804 世帯増加していま

す。1世帯あたりの人員は、平成 23 年 3月末の 2.33 人から 2.09 人と 0.24 人減少し、世帯の少人

数化が進んでいます。 

さらに、国立社会保障・人口問題研究所が平成 30 年に公表した本市の人口は、令和 12 年には

52,264 人になると推計され、年齢構成も 65 歳以上の老年人口は、令和 12 年には 19,615 人、人口

に占める割合も 37.5％となり、3人に 1人が 65 歳以上になると推計されます。 

 

 

  

Ⅰ これまでの取組と成果 

Ⅱ 市を取り巻く情勢
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財政状況については、歳入は市税がここ数年のゆるやかな景気回復の影響により増収傾向でした

が、今後は生産年齢人口の減少に伴う税収入の減少が見込まれます。 

一方で歳出は、高齢化による社会保障関係費等の増加、人件費や物件費の上昇傾向が続く中での

建設事業や災害復旧に伴う公債費の増加など、歳出規模は増加傾向にあります。 
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資料 「北広島市の財政状況」 
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※平成 27 年度までは国勢調査、令和 2年度以降は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将

来推計人口」(平成 30 年)による推計。平成 27 年度までの合計人数には国勢調査による年齢不詳の人数

が含まれているため、各階層の合計とは一致しません。 
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（２） 財政推計と未来創造ビジョンによる効果  

 

 

この財政推計は、令和 2年 9月現在の条件に基づいており、令和 2年度予算及び決算見込みの額

や市が策定している各種計画における数値を基本として、現行の地方財政制度が維持されることを

見込んでいるほか、令和 12 年度での目標人口の達成に向け、今後人口が増加局面に入ることとして

推計を行っております。そのため、歳入においては、総務省の令和 3年度予算概算要求に基づく地

方財政の見通しは加味しておらず、歳出においては、2021 推進計画において新たに計画された事業

は反映しておりません。また、新型コロナウイルス感染症による影響については、内閣府の経済財

政運営と改革の基本方針 2019 に基づき今後も地方の一般財源総額が同水準で確保される方針である

ことや、歳入、歳出両面における影響を現時点で的確に見通すことが困難であることから、推計に

含んでいません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入については、市の歳入の根幹である市税について、全体としてほぼ横ばいで推移するものと

見ており、歳入全体においても国の財政計画に基づき、地方の一般財源の総額は確保されていくも

のと見込みましたが、歳出については、高齢化の進展に伴う扶助費の増加や新庁舎建設に伴う公債

費の増加、各種大型事業などを見込んでおり、基金の取り崩しをしないものと想定した財政収支で

は、5年間で約 31 億円の一般財源が不足するものと推計しました。 

 ① 財政推計 

【歳入】

一般財源 一般財源 一般財源 一般財源 一般財源

7,731 7,745 7,838 7,788 7,784

2,044 2,044 2,044 2,044 2,044

4,962 4,992 5,023 5,193 5,139

948 948 1,076 1,076 1,076

15,685 15,729 15,981 16,101 16,043

【歳出】

事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源 事業費 一般財源

5,034 4,681 5,076 4,719 5,040 4,685 5,059 4,703 5,124 4,765

6,173 1,875 6,220 1,890 6,260 1,906 6,297 1,918 6,340 1,935

2,474 2,358 2,526 2,420 2,445 2,376 2,419 2,362 2,418 2,395

13,681 8,914 13,822 9,029 13,745 8,967 13,775 8,983 13,882 9,095

2,798 2,297 2,789 2,315 2,844 2,309 2,839 2,301 2,835 2,285

6,930 591 4,040 390 4,327 451 5,221 595 3,367 373

5,934 4,613 6,020 4,738 6,042 4,765 6,097 4,813 6,123 4,840

29,343 16,415 26,671 16,472 26,958 16,492 27,932 16,692 26,207 16,593

【収支】
△ 730 △ 743 △ 511 △ 591 △ 550

【百万円】

項　目
R3推計 R4推計 R5推計 R6推計 R7推計

 譲与税・交付金

 地方交付税等

 その他

 市税

歳入総額(A)

 その他

歳出総額(B)

収支（Ａ－Ｂ）

R7推計

 人件費

 扶助費

 公債費
（義務的経費計）

 特別会計繰出金

R6推計
項　目

R3推計 R4推計 R5推計

 普通建設事業費
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 本市の財政状況は今後も厳しい状況が当面続くことが想定されていますが、未来創造プランに定
めた 25 の具体的な方策に取り組むことで、令和 3年から令和 7年までの 5年間で 37億 6 千万円の

財政効果を目指します。 

 歳入の確保では、個人からの本市に対する寄附が年々増加しているとともに、ボールパーク構想

を契機とした企業からの寄附も増加している現状を踏まえ、ふるさと納税や企業版ふるさと納税の

活用、市有資産の売却を中心に歳入の増加につながる取組を進めていきます。 

 また、行政手続の簡素化や ICT の戦略的な推進など市役所内部における事務の効率化を推進する

とともに、これまで行っている事務事業評価方法を見直すことで事業のスクラップ＆ビルドを促進

するなどの取組により歳出の抑制に努めていきます。 

 

 【令和 3年から令和 7年までの財政効果額(推計)】           （単位：百万円） 

 

                    

 

  

  

この度の財政推計では令和 3年から令和 7年までの 5年間で単年度の収支が赤字となることが見

込まれましたが、未来創造プランに基づく歳入の確保、歳出の抑制の効果を発揮することで財源不

足の圧縮を図ります。 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 令和 7年 

歳入の確保 722 722 722 722 722 

歳出の抑制 30 30 30 30 30 

単年度効果額 752 752 752 752 752 

 ② 効果額 

 ③ 効果額を反映させた財政推計 

 5 年間合計 37 億 6 千万円 

0.22 0.09

2.41

1.61
2.02

0.0

1.0
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令和3年から令和7年までの財政推計

単年度収支

R3 R4 R5 R6 R7

(億円) 

(2021)     (2022)     (2023)    (2024)     (2025) 
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（３） 新型コロナウイルス感染症による影響 

新型コロナウイルス感染症は、北海道をはじめ全国に感染の拡大が進み、本市においても感染者

が確認されるなど市民生活や経済活動に大きな影響を及ぼしています。そうした中、行政において

も、新しい生活様式の定着など社会の流れに対応することが求められており、職員の勤務体制や柔

軟な働き方など時代に合わせた行政機能の確立、ICT を活用した非対面型の各種サービスの提供、

手続の簡素化など新たな行政運営について早急に推進する必要があります。 

 

 
 
 
 

（１） 総合計画(第６次)の方向性 

 平成 23年度から令和 2年度までを計画期間とする総合計画(第 5次)では、めざす都市像を「希

望都市」「交流都市」「成長都市」と定め、その実現に向けて様々な施策に取り組んできました。 

令和 3年度からスタートする総合計画(第 6次)では、総合計画(第 5次)において掲げためざす

都市像を継承するとともに、「豊かな自然」、「利便性の高い都市機能」、「交通の要衝」など本市の

個性や強みを生かし、快適な生活環境の形成に努め、将来にわたって着実に成長する魅力あるま

ちづくりを進めていきます。 

 

（２） きたひろ未来創造ビジョン 2021 の方向性 

地方自治体を取り巻く環境の変化や厳しい行財政状況が想定される中、時代の潮流を見極め、市

民ニーズに柔軟かつ的確に対応したまちづくりを進めるためには、「住民の福祉の増進に努めるとと

もに、最少の経費で最大の効果を挙げる」という地方公共団体の行政運営の原則に立ち返り、安定

的・持続的な行政サービスにつながる行財政システムを構築する必要があります。 

行財政改革に関する取組は縮減型・制約型となる可能性を有しておりますが、これからの時代は、

既存の枠組みにとらわれず、また変化を恐れず、将来に責任あるまちづくりを進めることが求めら 

れます。 

持続可能な行財政運営を実現するため、行政サービスの見直しや業務の効率化を図りながらも、

人口減少や少子高齢化の進展、社会経済情勢の変化等に柔軟に対応でき、かつ新たな魅力や価値が

創出され、市民の豊かな暮らしを実現する創造型の取組を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ これからの行財政改革 
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